



Employment Issue Facing College Students 
－A Focus on the Employment Situation in Japanese Companies and  













内の余剰人員や 65 歳迄の雇用確保等が関連しているといえよう。 
キーワード：世界の若年雇用、電機メーカー、大学全入時代、推薦入試 
 
Abstract: This paper examines why Japanese college students have a hard time 
getting a job before they graduate.  Recently, corporations in Japan have been 
facing a severe worldwide depression in business and have a surplus of in-house 
employees.  In spite of this, the Japanese government has required corporations to 
extend the retirement age to 65.  On the other hand, only 50% of private universities 
in Japan fill their admission’s quota, with around 50% of freshmen students currently 
admitted through high-school recommendations alone.  Analyzing and synthesizing 
those factors, the author will argue that the issue of job-hunting for new graduates 
should be discussed not only in terms of companies’ circumstances but also in terms 
of students’ academic abilities. 
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 世界の雇用状況を国際労働機構（International Labor Organization）の報告書から整理して
みよう。2012 年５月 17〜18 日のメキシコのグアダラハラ市で開かれた主要 20 カ国・地域
（G20）の労働・雇用大臣会合に向けて、ILO と経済協力機構は５月 16 日に共同報告書を
発表したi。2011 年後半に複数の主要経済諸国で見られた大幅な景気減速は多くのＧ20 諸国
で労働市場に多大な負担をかけたとして、1.5％の現在の雇用成長率が続けば、2008 年の金
融・経済危機開始以来Ｇ20 諸国で蓄積された 2,100 万人分近い仕事不足を解消することは
不可能であると警告しており、年長の人々より２～３倍は高い若者の失業率を示し、長引
く危機が若者の高失業と長期失業の増大という形で構造的な課題を増大させている現状を
指摘している。2012 年５月 30 日に開幕した 101 回 ILO 総会では、若者の未曾有の雇用危機
を含む経済・仕事に関わる世界的な危機によって引き起こされる課題に世界が直面してい
るとして、総会の主要議題の１つに若者の雇用危機（一般討議）、つまり若者の失業問題が
取り上げられている。『Global Employment Trends for Youth（世界の雇用情勢－若者編・英語）』
2012 年版iiによれば、今年、世界全体で若者労働力（15～24 歳）の 12.7％に相当する 7,500
万人近い若者失業者が発生すると予測している。これは 2009 年のピーク時（12.6％）から






 また、5月14～16日の日程で中国・上海市で開かれた国連教育科学文化機関（United Nations 
Educational, Scientific and Cultural Organization）の第３回技術職業教育・訓練（Technical 





















































日本 5.3 9.1 あり 就職希望者の９割以上（30万人以上）就職 
３年以内既卒者の新卒扱い企業努力義務 
フランス 9.1 22.8 なし 大学修了者は民間企業への就職は相対的に
不利（就職先は教職、公務員中心） 
ドイツ 7.8 11.0 なし 中等教育卒業後、企業で見習い就労を行い
ながら、職業学校に通学する「デュアルシ
ステム制度」が存在 
韓国 3.8 9.8 あり 新入社員募集時の年齢差別禁止、非正規が
非常に多く、正規雇用は日本よりも困難 
アメリカ 9,4 17.6 なし 多くの大学でインターンシップの経験が単
位となり、殆どの学生が参加 
イギリス 7.8 18.9 なし 大学在学中、就職活動をしないものが大半 
卒業後にボランティア活動等の社会経験 
















みてみると、電機大手８社のうち、NEC を除く７社が 2013 年３月期の売上高の見通しを下
方修正している。2012 年４〜９月期中間決算と 2013 年通期業績予想で黒字を計上している
のは、三菱電機、日立製作所、東芝、NEC の４社だけである。シャープは 2012 年４〜９月
期中間決算で 3875 億円の赤字を計上し、2013 年通期業績予想としては 2500 億円から 4500
億円の赤字を計上した。驚くべきはパナソニックで、2012 年４〜９月期中間決算では 6851











 大手電機メーカーの雇用状況はというと、2012 年１月 26 日付け日本経済新聞によると、
NECは業績不振に伴い、グループ従業員 11万人強の約４％に当たる５千人を削減するとし、








ックは 2012 年度末までに連結ベースの従業員約 38 万人のうち、１割に当たる４万人規模
の人員を海外中心に削減すると発表した。理由は価格競争の激化や新興国市場の開拓など、
世界規模で一段と競争が激しさを増す電機業界で勝ち残りを目指すためだとしている。 




465 万人で、全雇用者の 8.5％であると推計し、１年前よりも 50 万人も増加しているとし、
特に製造業の雇用保蔵率の平均は 8.8％であると推測している。中でも 2011 年９月の製造業
の企業内失業者は、最大 170 万人で、雇用者に占める割合は 17.2%にも上るのである。  
 報告書では、被災地の厳しい状況は別とすると、全国の雇用情勢は、震災前から始まっ
ていた緩やかな回復過程にあり、有効求人倍率は改善基調を維持しているとしている。2011
年 10 月の完全失業率は 4.5％、有効求人倍率 0.67 倍となっているのだが、ただし、企業部
門の稼働率から考えられる雇用保蔵者数は、リーマンショック後の 2009 年第 1 四半期(348
万人程度、雇用者の約 33%)に比べれば大幅に改善し、2011 年第 3 四半期は 172 万人程度で




     図表２ 雇用保蔵率【推計結果】 
 2011年９月の雇用保蔵者数 
ケース１ 全産業 465万人 
製造業 170万人 
ケース２ 全産業 364万人 
製造業 121万人 















































































































































































































を超えたのは平成 22 年度春の入学からであるが、文部科学省が公表した平成 24 年度学校
基本調査(速報値)によると、今春の新規高卒者と浪人生を合わせた四年制大学への進学率は
50.8％となり、過去最高だった平成 23 年度より 0.2 ポイント低下し、短大も含めると 56.2％
で 0.5 ポイント低下した。大学の在学者は、287 万 6 千人で、前年度より 1 万 8 千人減少し
ている。大学・短大への進学率については、長期的に見て上昇傾向にあったものが、平成






図表３ 18 歳人口及び私立大学入学者数 
 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 
18 歳人口 124 万人 121 万人 122 万人 120 万人 119 万人 













高卒、大卒、大学院卒いずれも 2 年連続上昇し、大卒就職率 は、63.9%(前年度より 2.3 ポ
イント上昇)であった。ただし、大学卒業者の「就職者」357,285 人のうち、正規の職員・従








      な仕事に就いた者」、「進学も就職もしていない者」の関係   
 
平成 24 年度学校基本調査（速報値）から引用 P９ 
 
図表５ 「進学も就職もしていない者」の内訳          （人、％） 













33,584  (38.8) 
18,451  (35.9) 
15,233  (42.8) 














られたからである。全国の私立大学数は 1990 年の 372 校から 2012 年には 605 校になり約
22 年間で約 1.62 倍に増えている。2003 年度の審査から大学設置の「抑制方針」を撤廃した
ことが影響し、中でも短大卒の就職環境の悪化により定員割れを起こす様になった短大が
1995 年あたりから、4 年制大学へと移行目指す様になったことも 4 年制大学が増えた要因
として考えられる。18 歳人口は減り続けているが、大学は増えているのである。この大学
数の増加は、一方で少子化と競争激化による定員割れの大学を増やしているのである。そ

















   図表６ 私立大学の志願者等の増減状況 
 平成 24 年度 平成 23 年度 増 減 
集計学校数 577 校 572 校 ５校 
入学定員 455,790 人 452,997 人 2,793 人（0.6％） 
志願者数 3,198,325 人 3,210,052 人     △11,727人（△0.4％） 
受験者数 3,074,755 人 3,091,333 人     △16,578人（△0.5％） 
合格者数 1,117,800 人 1,079,546 人  38,254 人 
84 
入学者数 474,892 人 481,959 人     △7,067 人（△0.4％） 
志願倍率 7,02 倍 7,09 倍     △0.07 ポイント 
合格率 36.35％ 34.92％    1.43 ポイント 
歩留率 42.48％ 44.64％     △2.16 ポイント 
入学定員充足率 104.19％ 106.39％     △2.20 ポイント 









 図表７ 過去５年間における入学定員充足率の推移（大学）   （単位：学校数） 
入学定員充足率の区分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 
100%以上の学校数 299 305 351 349 313 
50%以 100%未満の学校数 237 234 204 207 246 
505%未満の学校数 29 31 13 16 18 
（100%未満の割合） 47.1% 46.5% 38.1% 39.6% 45.8% 
合計 565 570 569 572 577 
  『平成 24（2012）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向』P25 から抜粋作成 
 
図表８ 過去５年間における規模別の学校数、志願倍率、入学定員充足 
      100 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 22 25 29 28 29
志願倍率 2.88 2.51 2.60 2.98 2.50
充足率 89.59 87.94 98.10 102.06 91.12
 
       400 人以上 500 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 51 53 56 52 50
85 
志願倍率 2.90 2.72 2.78 3.15 2.94
充足率 97.14 96.54 95.92 96.93 93.80
 
             800 人以上 1000 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 34 32 32 33 32
志願倍率 4.97 5.03 5.00 5.01 5.11
充足率 110.32 109.59 109.46 104.67 101.71
 
             1500 人以上 3000 人未満 
年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度
学校数 42 42 44 44 45
志願倍率 7.43 7.61 8.00 8.05 8.07
充足率 115.50 114.89 114.86 112.77 110.55
 『平成 24（2012）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向』 
        P6~7 から抜粋作成 
 
私立大学の入試方法 







まり、平成４年度の 18 歳人口は 205 万人であったものが、平成 24 年度には 119 万人に減少
し、平成４年度から平成 24 年度までの 20 年の間に、18 歳人口は半減する一方で、私立大









年度 集計学校数（校） 入学定員（人） 入学者数（人） 推薦者数（人） 推薦割合(%) 
元年度    358 293,917 366,668 109,395 29.83 
４年度 379 355,683 418,616 131,184 31.34 
５年度 385 358,508 427,782 150,931 35,28 
14 年度 508 423,867 482,705 187,596 38.86 
15 年度 521 423,712 476,614 188,607 39.57 
24 年度 577 455,790 474,892 218,433 46.00 
『平成 24（2012）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向』P25 から抜粋作成 
 
図表 10 過去５年間における推薦入試の割合（大学） 
年度 集計学校数（校） 入学定員（人） 入学者数（人） 推薦者数（人） 推薦割合(%) 
20 年度    565 448,345 478,000 221,062 46.25 
21 年度 570 449,819 479,156 221,188 46.16 
22 年度 569 450,816 489,030 226,247 46.26 
23 年度 572 452,997 481,959 224,607 46.60 
24 年度 577 455,790 474,892 218,433 46.00 
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